
 
 

除去土壌の復興再生利用の促進を求める意見書 
 

　国は、首相官邸や環境省などで進めてきた除去土壌の復興再生利用に基づき、さい
たま市及び仙台市にある国の出先機関において再生利用する方針を示し、本年８月末
には両市の合同庁舎花壇への搬入・活用が開始された。昨年の同時期には、福島県外
の１都２県における実証事業が地域住民の理解を得られず難航していたことに鑑みれ

ば、国の責任において公的施設での具体的な活用が開始されたことは国民理解の醸成
に向けた大きな一歩である。 
　国は、除去土壌の再生利用について、４年後の２０３０年頃に最終処分場候補地の
選定・調査を開始し、２０３５年を目途に候補地を選定する方針を示している。最終

処分量を大幅に削減し、将来的な候補地選定を円滑に進めるためには、今後も公的施
設での活用を進めながら確実に実績をつくり、全国的な理解醸成を進めていく必要が
ある。 
　よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

１　国の責務である除去土壌等の県外最終処分の確実な実施に向け、復興再生利用の
実績をさらに全国に拡大するとともに、その必要性・安全性等について、国民理解
の醸成を図ること。 

２　中間貯蔵施設等への安全かつ確実な輸送の実施に万全を期すとともに、国民理解

の推進に向け、現地見学などの受け入れ体制や県外への積極的な情報発信の強化を
図ること。 

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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